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概 要

　強磁性を示す金属中では、空間的に変化する磁化構造の存在及び磁化
と伝導電子スピンの間に生じる強い sd 交換相互作用のため、伝導電子ス
ピンに作用する有効的な電磁場 (スピン電磁場)が発生することが知られ
ている。本研究では、電子スピンに作用する有効電磁場が電荷に作用す
る通常の電磁場とどのように結合 (相互作用)するのかという問題を、場
の量子論における手法である径路積分の方法に基づいてゲージ場 (通常の
電磁場を記述する U(1) ゲージ場と磁化構造の非一様性を記述するスピ
ンゲージ場)に対する有効ハミルトニアンを導出し、議論する。
　その結果、有効ハミルトニアンが後述する 3つの相互作用項で書ける
ことが明らかになり、以下のことが判明した。(i) 相互作用項の中でも特
に、外部電場とスピンゲージ場の断熱成分との積で記述される相互作用
項が最も支配的な結合項になっていることが理解される。この項は先行
研究において指摘されているスピン移行効果を表している。(ii) 外部電場
とスピン電場の間の結合項は、外部電場の周波数が小さい領域ではスピ
ン移行項による寄与よりもはるかに小さい。(iii) 外部磁場とスピン磁場
の間の相互作用からは、弱強磁性を示す分子磁性体に一様な外部磁場を
かけた場合に、非自明なフラストレーションが起こることが期待される。
また本研究ではこれらの結果に加えて、今まで指摘されていなかったス
ピン波励起による電圧生成のメカニズムを明らかにした。波数と振動数
が異なる 2つのスピン波の非線形な効果により、スピン電場を誘起でき
る。
　本論文では、まず研究背景として 1. イントロダクションでスピントロ
ニクスにおいて重要な概念であるスピン移行効果を紹介するのと同時に
スピン電磁場の導入を簡単に行い、研究目的を述べる。2. 有効ハミルト
ニアンの方法では電磁場中の金属強磁性体の伝導電子を記述するモデル
を導入し、電子系を trace outすることでゲージ場に対する有効ハミルト
ニアンの導出を行う。3. ディスカッションで結果を詳細に述べる。
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1 イントロダクション
ここではまず、金属強磁性体中のスピントロニクス現象として重要な
スピン移行効果及びスピン電磁場のメカニズムについて導入する。

1.1 スピン移行効果

金属強磁性体中に流れるスピン偏極した (角運動量をもった)電流によっ
て誘起される局在スピン (磁化)に作用するスピン移行トルクはスピントロ
ニクスにおいて非常に重要な効果である。このアイデアははじめL. Berger

によって磁壁の運動の場合に関して理論的に提案された [1]。また薄膜に
おける一様磁化の場合については、J. C. Slonczewski [2] と L. Berger [3]

が独立に理論提案を行っている。このスピン移行効果は、伝導電子スピ
ンから磁化構造を記述する局在スピン (磁化)へとスピン角運動量が受け
渡されることから生じ、sd交換相互作用によって引き起こされる (図 1を
参照)。この時、角運動量の移行は角運動量保存則に起因する [2]。

図 1: スピン移行効果 [5]。スピン偏極した電子 (小さい矢印)と磁化 (中
央の大きい矢印)が sd 交換相互作用によってスピン角運動量を保存しな
がら角運動量をやりとりする。

スピン移行効果を記述する相互作用ハミルトニアンは

Hst =

∫
d3r

ℏP
2e

(1− cos θ)(j · ∇)ϕ (1)

である。ここで、θ 及び ϕ は局在スピン (磁化)の方向を特徴づける極座
標で、j は系に流れる電流密度を表し、 P は伝導電子のスピン分極率で
ある。また ℏ はDirac定数 (プランク定数 h を 2 π で割った量)で、 e は
電子電荷の大きさである。この相互作用項は以下のように、スピンゲー

2



ジ場 (の断熱成分) Az
s [4, 5]に対するゲージ・カップリングとして

Hst =

∫
d3r(js ·Az

s ) (2)

と書き直される。ここでは、 js ≡ Pj 及び Az
s ≡ ℏ

2e
(1− cos θ)∇ϕ である

ことを用いた。この相互作用項はまた j = σBE (Ohmの法則)を用いて

Hst =

∫
d3rPσB(E ·Az

s ) (3)

と書ける。ここで、E は外部電場を意味し、σB は Boltzmann伝導度を
表す。この表式 (3)は明らかに、スピン移行効果が電荷自由度に作用する
(通常の)ゲージ場と伝導電子スピンに作用するゲージ場の 2つのゲージ
場に起因していることを示している。

1.2 金属強磁性体中の有効電磁場 (スピン電磁場)

ここでは金属強磁性体中の有効電磁場 (スピン電磁場)が sd交換相互作
用から生じることを簡単な計算のみを用いて確認する (導出の詳細はRef.

[6] を参照)。よく知られているように局在スピン (磁化)と伝導電子スピ
ンの間の相互作用を表す sd 交換相互作用は以下のように

Hsd = −∆sd

∫
d3r(n · se) (4)

と記述される。ここで ∆sd は交換エネルギーで、 n は局在スピン (磁化)

の方向を表す単位ベクトルで、se は伝導電子スピンの方向を表す。強磁
性体中の磁化構造が空間的にも時間的にも非一様であると、この相互作
用の存在のため時空とスピンが結びつき、非自明な振る舞いを示す電磁
場が発生する。この交換相互作用が非常に強い時、伝導電子スピンの方
向は局在スピン (磁化)の方向に揃えられる。このため伝導電子が磁化構
造の中を動きまわると、電子スピンは局在スピン (磁化)から量子力学的
位相 (スピンBerry位相)を受け取ることになる。この時、局在スピン (磁
化)の方向 n = (sin θ cosϕ, sin θ sinϕ, cos θ) に射影された電子スピンの波
動関数は量子力学の知識から

|n⟩ = cos
θ

2
| ↑⟩+ sin

θ

2
eiϕ| ↓⟩ (5)
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となることがすぐにわかる (式 (4)の固有値方程式を立式し、固有関数を
求めればよい)。この状態はスピンのコヒーレント状態と呼ばれている。
ここで θ は ϕ は n の極座標であり (図 2を参照)、| ↑⟩ 及び | ↓⟩ は電子ス
ピンの状態を表す [7]。

図 2: 局在スピン空間におけるベクトル場 n の極座標 (θ, ϕ) [5]。

伝導電子が、局在スピン (磁化)の方向が n(r) で記述されるサイトか
ら空間的に微小な距離 drだけ離れているサイト (このサイトに存在する
局在スピンの方向はn(r + dr)で記述される)へとび移る状況を考える。
この時電子スピンの波動関数の重なりを計算すると

⟨n(r + dr)|n(r)⟩ ≃ 1 + dr · ⟨n|∇|n⟩
≃ ei

e
ℏdr·A

z
s (6)

となる。ここで eは電子電荷の大きさ (e > 0)で、ℏはDirac定数である。
また Az

s は

Az
s ≡

ℏ
2e

(1− cos θ)∇ϕ (7)

と定義される。式 (7) において、数係数の 1
2
の因子は電子スピンの大き

さに起因し、Az
s 自身は背景の局在スピン (磁化)の向きに依存している。

式 (6) の結果は、電子スピンがベクトルポテンシャルを感じることを意
味するため、Az

s は有効ベクトルポテンシャルあるいは有効ゲージ場と呼
ばれている。この結果を伝導電子が移動する経路が有限で閉じている場
合に拡張すると、電子スピンにとりつく位相は

φ ≡ e

ℏ

∫
C

dr ·Az
s (8)
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と書けることがわかる (図 3を参照)。ここで C は背景場として非一様な
磁化構造が存在するときの座標空間における閉じた経路を表す。

図 3: 太い矢印は背景にある磁化構造を示し、細い矢印は伝導電子が動
く経路 C を表す [6]。強い sd 交換相互作用と非一様な磁化構造の存在に
よって、伝導電子スピンが位相因子 eiφ を獲得する。

この位相 (8) の存在は取りも直さず、有効的な磁場 Bs が存在するこ
とを意味する。なぜなら式 (8) に対して Stokesの定理を適用して閉じた
経路 C 上の積分を経路 C が囲む面 S 上での積分に書き換えると

φ =
e

ℏ

∫
S

dS · (∇×Az
s ) =

e

ℏ

∫
S

dS ·Bs (9)

となり、φ は面 S を貫くベクトルの総量となるからである。ここでBs ≡
∇×Az

sと定義している。さらに位相の時間微分は電圧に等しいため (V =

−ℏ
e
φ̇) 、有効的な電場を定義することができる。つまり

φ̇ = − e

ℏ

∫
C

dr · (−Ȧz
s ) = −

e

ℏ

∫
C

dr ·Es (10)

である。ここでEs ≡ −Ȧz
s と定義される (ゲージ固定)。ここで導入され

た 2つの場 (Es 及び Bs)はその定義から Faradayの法則、すなわち

∇×Es + Ḃs = 0 (11)

を明らかに満たしていることがわかる。つまり sd 交換相互作用のため、
伝導電子スピンに作用する (スピン流を駆動する)有効的な電磁場が生じ
ることになる (図 4を参照)。この有効電磁場はスピン電磁場と呼ばれて
いる [8]。

5



図 4: スピン電場 Es (左図)及びスピン磁場 Bs (右図) [19]。Es と Bs は
電子スピンの向きに応じて電子を駆動する。

ここで有効ゲージ場の正確な表式

Az
s,µ =

ℏ
2e

(1− cos θ)∂µϕ (12)

(µ は x, y, z, t をとる)をEsとBsの定義に代入すると、スピン電磁場は
n = (sin θ cosϕ, sin θ sinϕ, cos θ)を用いて以下のように書けることがわか
る (Esの表式を得る為には定義としてゲージ自由度を固定していないも
の [Es ≡ −Ȧz

s +∇Az
s,t] を採用しなければならないことに注意)。

Es,i = − ℏ
2e

n · (ṅ×∇in) (13)

Bs,i =
ℏ
4e

∑
jk

ϵijkn · (∇jn×∇kn) (14)

この時ϵijkはLevi-Civitaの完全反対称テンソルで、i, j, kはおのおの x, y, z

をとる。スピン磁場 Bs はその表式から磁化構造が空間的に張る立体角
で記述されているため (図 5を参照)、スピンBerryカイラリティー [9] あ
るいは スカラーカイラリティー と呼ばれる。一方、スピン起電力とも呼
ばれるスピン電場 Es は 磁化構造 n が時間的に変化することで生じる
時空上でのカイラリティー (時間と空間の 2つ方向に対して張られる立体
角)になっている (図 5を参照)。

図 5: 3つのベクトルによって張られる立体角 [21]。この立体角は断熱極
限ではスピンBerry位相に一致する。
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スピン電場・磁場の表式 (13) 及び (14) は 1987年にG. E. Volovikが
ゲージ場の観点から導出した [10]。元々、磁化構造の運動に起因して有効
的な電場 Es が生じることは 1986年に L. Bergerによって理論的に発見
されていた。そこでは運動する磁壁を傾けることで生成される電圧が計
算されている [1]。A. SternはスピンBerry位相及び金属のリングにおけ
るAharonov-Bohm効果の観点から起電力を議論し、(通常の電磁気学に
おける)Faradayの法則に類似した法則が存在することを示した [11]。Ref.

[12] では磁壁の場合についてのスピン起電力の表式が再導出され、また
Ref. [13] ではトポロジカルポンピングの観点からスピン起電力が議論さ
れている。これらの研究では断熱極限、すなわち sd 交換相互作用が非常
に強く、かつ、 スピン依存の散乱がない状況のみを考えている。近年、
スピン起電力の概念はスピン軌道相互作用の効果まで取り込んだ場合に
まで拡張されており [8, 14, 15, 16, 17, 18, 19]、 スピン軌道相互作用が
スピン電場の表式を変更することが明らかになっている。また sd 交換
相互作用が弱い極限でさえ、スピン電磁場が発生することが理論的に示
されている [20, 21]。さらに最近では、Rashba型スピン軌道相互作用の
場合についての研究が詳細に行われている。例えば Rashba型スピン軌
道相互作用の存在下では、磁化が一様な歳差運動をする場合でさえスピ
ン電場が生じることが示されている [8, 19]。この事実は、界面における
Rashba型スピン軌道相互作用がスピン (スピン流)と電荷 (電流)の変換
を制御するのに役立つことを示している。さらにRashba場が誘起するス
ピン電場は、例えばスピンポンピング [24] を用いた逆スピンホール効果
や逆Edelstein効果 [22, 23]において発生する電圧と同一の方向に電圧を
生み出す。スピン緩和の存在下では、スピン電磁場が、動的なスピンダン
ピングモノポールとともにMaxwell方程式を満たすこともまた理論的に
示されている [20]。スピン軌道相互作用がない状況において、トポロジカ
ル逆 Faraday効果の観点からスピン磁場と円偏光した光のヘリシティー
との間の結合を議論し、有効磁場が生じることも理論的に明らかにされ
ている [25]。
実験的には、磁化構造がスカーミオンとなっているヘリカル磁性体に
おける異常なホール効果でスピン磁場 (スピンBerryカイラリティー) が
観測されている [26, 27]。スピン電場は、磁壁 [28]、磁気渦 [29]、スカー
ミオン [30]などの様々な磁化構造の運動において測定されている。この
ように、金属強磁性体中の有効電磁場はスピントロニクスにおいて非常
に重要なトピックスの 1つになっている。
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1.3 本研究の目的

本研究の目的は、場の量子論の手法を用いて有効ハミルトニアンを計
算することによって、2つのゲージ場間の結合 (相互作用)を明らかにす
ることである。特に、磁化構造がゆっくりと変化する状況 (断熱極限)で
は有効ハミルトニアンが 3つの寄与から構成されることを示す。1つはス
ピン移行トルクによる効果を表す項で、残りの 2つが電場間と磁場間の
結合 (相互作用)を記述することが明らかにされる。
相対論的な荷電粒子に結合する真空中の自由電磁場について考えると、
電磁場のラグランジアンはよく知られているように [31]、ゲージ不変性
及びローレンツ不変性により常に

L = −1

4

∫
d3r
∑
µν

FµνF
µν (15)

と記述される。ここで Fµν ≡ ∂µAν − ∂νAµ は場の強さを表す電磁場テン
ソルで、Aµ ≡ (At, Ax, Ay, Az) は 電磁場を記述する U(1) ゲージ場であ
り、相対論において 4元ベクトルで表現される量である。この時電場E

及び磁場B はそれぞれE ≡ −Ȧ +∇At 、B ≡ ∇ ×A と定義される。
また µ 及び ν は おのおの t, x, y, z をとる。従って、相対論の世界にお
いて許される項は |E|2 もしくは |B|2 に比例するものに限られる。実際
に、µ と ν についての和をとれば

L = −1

2

∫
d3r(|E|2 − |B|2) (16)

と書ける。ここでは簡単のため、光速 を c = 1 として扱っている。これ
を金属強磁性体中の伝導電子の場合に拡張すると、伝導電子は電荷自由
度に作用するゲージ場 A とスピン自由に作用するゲージ場 As の 2つの
ゲージ場と相互作用することになるため、トータルの電場 Etotal と磁場
Btotalはそれぞれ

Etotal = E +Es

Btotal = B +Bs (17)

となる。ここで Es 及び Bs はそれぞれスピン電場及びスピン磁場と呼
ばれる有効電場・磁場を意味する。そのため仮に考えている系が相対論
的であるならば、系のラグランジアンには、 |E|2 及び |B|2 に比例する
項が (E +Es)

2 及び (B +Bs)
2 へと変更されることに起因して、E ·Es
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及び B ·Bs に比例する相互作用項が生じることが期待される。現実的に
は、金属中の電子は非相対論的であり、また不純物による弾性散乱の効
果から有限の寿命をもつことになるため、相互作用項に他の寄与が生じ
ることになる。
本研究では、支配的な項として E ·Az

s に比例する相互作用項が生じる
ことを示す。Ref. [32] において場の量子論の立場からミクロスコピック
な計算を用いてはじめて導出されたこの相互作用項は、そこで議論され
ているようにスピン移行効果を記述する。また残りの相互作用項 E ·Es

及び B ·Bs に比例する項について詳細に議論する。
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2 有効ハミルトニアンの方法
ここでは、金属強磁性体中の伝導電子を記述するモデルハミルトニア
ン設定し、スピンゲージ場の導入を行う。その後、径路積分を用いて有
効ハミルトニアンを導出する。

2.1 モデルハミルトニアンと有効ハミルトニアン

有効ハミルトニアンは虚時間 (τ と表示) 形式の径路積分によって計算
することができる [33]。 ここでは簡単のため ℏ = 1 として扱う (ℏ は
Dirac定数)。本研究で着目する系は金属強磁性体である。 金属中の伝導
電子はスピン自由度分の 2成分をもつ消滅及び生成場 [それぞれ c(r, τ)と
c̄(r, τ) で表記] によって記述される（第 2量子化による表現）。この時、c

及び c̄ は演算子ではなく、Grassmann代数に従う c-数であることに注意
しなければならない。イントロダクション 1.2で述べたように、伝導電子
スピンは sd 交換相互作用を通じてベクトル場n(r, τ) によって記述され
る局在スピン (磁化)と相互作用する。従って、考えている電子系の全ハ
ミルトニアン H は以下のようになる。

H = H0 + Hsd + Hem (18)

H0 =

∫
d3r

(
1

2me

|∇c(r, τ)|2 − µc̄(r, τ)c(r, τ)

)
Hsd = −∆sd

∫
d3rn(r, τ) · (c̄(r, τ)σc(r, τ)) (19)

ここで、µ は化学ポテンシャル、me は電子の質量、∆sd は交換エネル
ギー、 n = (sin θ cosϕ, sin θ sinϕ, cos θ) は局在スピン (磁化)の方向を表
す単位ベクトル (θとϕはその極座標で、それぞれ天頂角と方位角を表す)

で、3成分ベクトル σ = (σx, σy, σz) は Pauli行列

σx =

(
0 1

1 0

)
, σy =

(
0 −i
i 0

)
, σz =

(
1 0

0 −1

)
(20)

である (ここではσz が対角化された表示を用いる)。H0 は自由電子のハミ
ルトニアンである。Hsdは sd交換相互作用で、Coulomb斥力 (簡単のため
on-site斥力とする)を考慮したHubbardモデルを径路積分の枠組みで取
り扱うことで導出できる。数学的には、Gauss積分を用いて Stranotvich-

Hubbard変換を実行することでベクトル場 nが補助場として導入され、
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Coulomb相互作用項をくりこむことで sd交換相互作用項が現れる。Hem

はベクトルポテンシャル (U(1) ゲージ場) A によって記述される電磁場
と伝導電子の間の電磁相互作用を表し、ゲージ不変性から要求される項
である。Hem は具体的に

Hem = −
∫

d3rA(r, τ) ·
(

ie

2me

c̄(r, τ)
←→
∇ c(r, τ)− e2

2me

A(r, τ)c̄(r, τ)c(r, τ)

)
(21)

と書ける。ここで、c̄
←→
∇ c ≡ c̄ (∇c)− (∇c̄) c であり、−e は電子電荷であ

る (e > 0)。ここでは取り扱う磁性体の厚さが、外場として加えている電
磁場の侵入長の大きさよりも小さいような薄膜を想定している。系のラ
グランジアンは H を Legendre変換することで

L ≡
∫

d3rc̄(r, τ)∂τc(r, τ) + H (22)

と定義される (虚時間形式なので
∫
d3rc̄∂τc−H ではなく、∫

d3rc̄∂τc+ H となることに注意)。局在スピン (磁化)とゲージ場 A を
記述する有効ハミルトニアンは電子場に関して積分 (integrate out)する
ことで得られる。すなわち、有効ハミルトニアンは

Heff(θ, ϕ,A) ≡ − lnZ (23)

と定義され、Z は

Z ≡ Tr e−βH

=

∫
Dc̄(r, τ)Dc(r, τ)e−

∫ β
0 dτL (24)

と記述される。ここで β = (kBT )
−1 は逆温度、kB はBoltzmann定数、T

は絶対温度、式 (24) は径路積分表示の分配関数で 、D は径路積分を意
味する。

2.2 sd 交換相互作用の対角化とスピンゲージ場の導入

今、sd 交換相互作用が非常に強い場合、つまり、伝導電子スピンの方
向が局在スピン (磁化) の方向n に対して平行に揃えられている状況に興
味がある (断熱極限)。この状況を記述するには、断熱極限からのずれを

11



特徴づけるスピンゲージ場を用いるのが便利である [5]。スピンゲージ場
は電子場に以下のような局所ゲージ変換を行い sd 交換相互作用項を対角
化することで導入される (強い相互作用が存在する場合は対角化行うこと
が得策であるが、その代償としてスピンゲージ場が生じることになる)。

c(r, τ) = U(r, τ)a(r, τ) (25)

ここで、 U(r, τ) は 2× 2 のユニタリー行列 (U † = U)で、a はゲージ変
換後の電子を記述する場である。また U(r, τ) として

U(r, τ) = m(r, τ) · σ (26)

及び

m(r, τ) =

(
sin

θ

2
cosϕ, sin

θ

2
sinϕ, cos

θ

2

)
(27)

と選択するのが便利である。θ と ϕ は それぞれn を指定する天頂角と方
位角である。これによって伝導電子スピンの量子化軸を時空点ごとにと
り変えることができ、各時空点において伝導電子スピンと局在スピン (磁
化)の量子化軸を揃えることが可能となる (図 6を参照)。実際、

U † = U (28)

及び

σiσj = δij + i
∑
k

ϵijkσk (29)

であることから (δij はKroneckerのデルタ記号、ϵijk は Levi-Civitaの完
全反対称テンソルで、i, j, kはおのおの x, y, z をとる)

U †σjU = mj(m · σ)− σj (30)

が得られるので

U †(n · σ)U = σz (31)

が満たされていることは簡単な計算によって確認できる (式 (30)及びm ·
n = cos θ

2
を用いればよい)。
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図 6: 伝導電子は一様な背景磁化の下でスピンゲージ場 (赤い線)と相互
作用する [5]。

またこの局所ゲージ変換によって電子場の微分項は

∂µc = U(∂µ + ieAs,µ)a (32)

のように共変微分の形に変更される (この変換はスピン空間におけるゲー
ジ変換になっているため)。

As,µ ≡ −
i

e
U−1∂µU (33)

はゲージ場を表す。 U が 2 × 2 の行列であることから、 ゲージ場 As,µ

は Pauli行列を用いて

As,µ =
∑
α

Aα
s,µσα (34)

及び

Aα
s,µ ≡

1

e
(m× ∂µm)α (35)

と書けることがわかる (式 (26)を 式 (33)に代入すれば簡単に示せる)。
ここで µ = x, y, z, τ は空間成分と時間成分に対する添字で、α = x, y, z

はスピン空間の成分に対する添字である。式 (34) は SU(2) ゲージ場で
あり、スピンゲージ場と呼ばれている。従って、ゲージ変換後のラグラ
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ンジアンは

L ≡ L0 + LA (36)

L0 ≡
∫

d3rā

(
∂τ −

1

2me

∇2 − µ−∆sdσz

)
a (37)

LA ≡
∫

d3r

[
ieāAs,τa+

∑
i

(∑
α

Aα
s,ij

α
s,i + Aiji

)
+

e2

me

∑
i,α

AiA
α
s,iāσ

αa

+
e2

2me

∑
i

(∑
α

(Aα
s,i)

2 + (Ai)
2

)
āa

]
(38)

となる。ここで

jαs,i ≡ −ie
1

2me

ā
(−→
∇ i −

←−
∇ i

)
σαa

ji ≡ −ie
1

2me

ā
(−→
∇ i −

←−
∇ i

)
a (39)

はそれぞれ、スピン流と電流を意味する。ゲージ変換後のラグランジア
ン (36)は、電子場 a が sd 交換相互作用のため強くスピン偏極されてい
る項 (式 (37) の第 4項)と、ゲージ場との相互作用を表す項 (式 (38))が
完全に分離されており、以後の解析における出発点になる。

2.3 径路積分による有効ハミルトニアンの導出

ここでは電子場 a に関して径路積分を実行 (Fermi場を取り扱うため、
反周期境界条件：a(r, 0) = −a(r, β)及び ā(r, 0) = −ā(r, β)を満たす径路
積分を行わなければならないことに注意)し、2つのゲージ場 Aα

s,i と Ai

に対する有効ハミルトニアンを導出する。スピンゲージ場は局在スピン
(磁化)を指定するパラメータ θ 及び ϕによって特徴づけられているため、
ここで求める有効ハミルトニアンは局在スピン (磁化)と通常の電磁場の
間の相互作用を記述すると解釈できる。
ゲージ変換後の世界では sd 交換相互作用項が対角化されており、強い
相互作用が存在しない。そのためゲージ場 (Ai 及び Aα

s,µ)に関して摂動展
開を行うことができる。径路積分の取り扱いにおいては、相互作用項に
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ついての摂動展開は指数関数のTaylor展開を行えばよい。すなわち

e−
∫ β
0 dτL = e−

∫ β
0 dτL0e−

∫ β
0 dτLA

≃ e−
∫ β
0 dτL0

(
1−

∫ β

0

dτLA(τ) +
1

2

∫ β

0

dτ

∫ β

0

dτ
′
LA(τ)LA(τ

′
)

)
(40)

と計算する。ここで摂動展開の条件としてゲージ場 (Ai 及び Aα
s,µ)のエネ

ルギースケールが sd 交換相互作用のエネルギースケール (∼ 1 eV) 以下
であることが要求されるが、現在の系ではこの条件が満たされるように
設定することが可能である。局在スピン (磁化)のダイナミクスのエネル
ギースケールは、0.1 eV 程度であることが知られてため電磁波の角振動
数を Ω < 1014 1/s とすればよい。
ゲージ場 (Ai 及び Aα

s,i)に関して 2次まで摂動展開を行うと、有効ハミ
ルトニアンは

Heff ≃ −
∫ β

0

dτ

∫
d3r

[
2ieAz

s,τse(r, τ) +
2e2

me

∑
i

AiA
z
s,ise(r, τ)

+
e2

2me

∑
i

(∑
α

(Aα
s,i)

2 + (Ai)
2

)
ne(r, τ)

]
+

1

2

∫ β

0

dτ

∫ β

0

dτ ′
∫

d3r

∫
d3r′

∑
ij

×

[∑
αβ

Aα
s,iA

β
s,jχ

αβ
ij (r, r

′, τ, τ ′) + 2
∑
α

Aα
s,iAjχ

α
ij(r, r

′, τ, τ ′) + AiAjχij(r, r
′, τ, τ ′)

]
(41)

となる。ここで

se(r, τ) ≡
1

2
⟨ā(r, τ)σza(r, τ)⟩

ne(r, τ) ≡ ⟨ā(r, τ)a(r, τ)⟩ (42)

はそれぞれ電子スピン密度と電子数密度を表し、⟨O⟩ は

⟨O⟩ ≡ 1

Z0

∫
Dā(r, τ)Da(r, τ)Oe−

∫ β
0 dτL0

Z0 =

∫
Dā(r, τ)Da(r, τ)e−

∫ β
0 dτL0 (43)
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と定義され、熱平均 (統計平均)を意味する。また

χαβ
ij (r, r

′, τ, τ ′) ≡ ⟨jαs,i(r, τ)j
β
s,j(r

′, τ ′)⟩
χα
ij(r, r

′, τ, τ ′) ≡ ⟨jαs,i(r, τ)jj(r′, τ ′)⟩
χij(r, r

′, τ, τ ′) ≡ ⟨ji(r, τ)jj(r′, τ ′)⟩ (44)

はそれぞれ、スピン流-スピン流相関関数、スピン流-電流相関関数、電流-

電流相関関数である。電子スピン密度 se と電子数密度 ne は簡単に計算
でき (複素積分)、それぞれ

se =
1

2V

∑
k

∑
σ=±

σf(ϵkσ)

ne =
1

V

∑
k

∑
σ=±

f(ϵkσ) (45)

となる。ここで V は系の体積、kは電子の波数ベクトル、ϵkσ = k2

2me
−µ−

σ∆sd は電子のエネルギーである。また、f(ϵkσ)=(eβϵkσ + 1)−1 は Fermi-

Dirac分布関数を意味し、σ = ± は電子スピンの指数である。式 (41) で
は、ゲージ場の 1次に現れる ⟨jαs,i⟩ と ⟨ji⟩ は 0 になるため省略している。
相関関数 (44)の Fourier変換を行うと、その Fourier成分はそれぞれ

χαβ
ij (q, iΩℓ) = −

e2

m2
eβV

∑
n,k

kikjtr
[
σαGk− q

2
,nσβGk+ q

2
,n+ℓ

]
χα
ij(q, iΩℓ) = −

e2

m2
eβV

∑
n,k

kikjtr
[
σαGk− q

2
,nGk+ q

2
,n+ℓ

]
χij(q, iΩℓ) = −

e2

m2
eβV

∑
n,k

kikjtr
[
Gk− q

2
,nGk+ q

2
,n+ℓ

]
(46)

と書ける。この時 Gk,n は行列表示における電子の温度Green関数を意味
し、以下のように

Gk,n ≡
[
iωn − ϵk +

i

2τe
sgn(n)

]−1

(47)

と定義される。sgn(n) は n > 0 と n < 0に対してそれぞれ sgn(n) = 1

と −1 という値をかえす符号関数である。ϵk = k2

2me
− µ −∆sdσz は行列

表示での電子のエネルギーで、τe は不純物 (弾性)散乱によって生じる電
子の寿命 (式 (18) では不純物ポテンシャルの項をあらわに書いていない
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が、ここではその散乱の効果をGreen関数の自己エネルギー部分に寿命
として取り込んでいることに注意)で 、tr は電子スピンに対する traceを
表す。また qはゲージ場が運ぶ波数ベクトルを表し、ωn ≡ (2n+1)π

β
は電

子がもつ fermionicな松原振動数で、 Ωℓ ≡ 2πℓ
β
はゲージ場がもつ bosonic

な松原振動数である (n及び l は整数)。ここで trace公式

tr
[
σαGk− q

2
,nσβGk+ q

2
,n+ℓ

]
=
∑
σ=±

[
(δαβ − iσϵαβγ − δαzδβz)gk− q

2
,σ(iωn)gk+ q

2
,−σ(iωn + iΩℓ)

+δαzδβzgk− q
2
,σ(iωn)gk+ q

2
,σ(iωn + iΩℓ)

]
tr
[
σαGk− q

2
,nGk+ q

2
,n+ℓ

]
=
∑
σ=±

σδαzgk− q
2
,σ(iωn)gk+ q

2
,σ(iωn + iΩℓ)

tr
[
Gk− q

2
,nGk+ q

2
,n+ℓ

]
=
∑
σ=±

gk− q
2
,σ(iωn)gk+ q

2
,σ(iωn + iΩℓ) (48)

を用いると相関関数の Fourier成分 (46)は

χαβ
ij (q, iΩℓ) = −

e2

m2
eβV

∑
n,k

kikj
∑
σ=±

[
(δαβ − iσϵαβγ − δαzδβz)gk− q

2
,σ(iωn)gk+ q

2
,−σ(iωn + iΩℓ)

+δαzδβzgk− q
2
,σ(iωn)gk+ q

2
,σ(iωn + iΩℓ)

]
χα
ij(q, iΩℓ) = −

e2

m2
eβV

∑
n,k

kikj
∑
σ=±

σδαzgk− q
2
,σ(iωn)gk+ q

2
,σ(iωn + iΩℓ)

χij(q, iΩℓ) = −
e2

m2
eβV

∑
n,k

kikj
∑
σ=±

gk− q
2
,σ(iωn)gk+ q

2
,σ(iωn + iΩℓ) (49)

となる。ここで gk,σ(iωn) は 温度Green関数 (47) の行列要素であり

gk,σ(iωn) ≡
[
iωn − ϵkσ +

i

2τe
sgn(Im(iωn))

]−1

(50)

と定義される。さらに複素数 z ≡ iωnを導入して留数定理を用い整数に
対する和 (松原 sum)を複素積分に書き換え、積分を実行することで相関
関数の Fourier成分 (49) を計算することができる。まず留数定理を用い
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ることで式 (49)を計算するのに必要な成分は以下のように

χzz
ij (q, iΩℓ) =

e2

m2
eV

∑
k

kikj
∑
σ=±

∫
C

dz

2πi
f(z)gk− q

2
,σ(z)gk+ q

2
,σ(z + iΩℓ)

χ+−
ij (q, iΩℓ) =

e2

m2
eV

∑
k

kikj
∑
σ=±

∫
C

dz

2πi
f(z)gk− q

2
,σ(z)gk+ q

2
,−σ(z + iΩℓ)

χz
ij(q, iΩℓ) =

e2

m2
eV

∑
k

kikj
∑
σ=±

∫
C

dz

2πi
σf(z)gk− q

2
,σ(z)gk+ q

2
,σ(z + iΩℓ)

χij(q, iΩℓ) =
e2

m2
eV

∑
k

kikj
∑
σ=±

∫
C

dz

2πi
f(z)gk− q

2
,σ(z)gk+ q

2
,σ(z + iΩℓ)

(51)

と書ける。ここで C は虚軸を反時計回りに囲む積分路 [34, 35]を表す (留
数定理を用いる際、反時計回りの経路を採用するため符号が反転するこ
とに注意)。
ここから式 (51) において、解析接続 (Ω + i0 ≡ iΩℓ) [35] を行った後、
ゲージ場の波数ベクトル q と角振動数 Ω について展開し積分を処理す
る。q と Ωに関して 2次まで展開を行う (展開パラメータはそれぞれ q/kF
[kF は電子の Fermi波数]と Ωτeで、今考えている系では q/kF ≪ 1及び
Ωτe ≪ 1が満たされるよう設定している)と最終的に相関関数の Fourier

成分 (49)は

χαβ
ij (q,Ω) ≃

e2

me

{
(δαβ − δαzδβz)δijb+ δαzδβz

[
δijne

(
1 + iΩτe − (Ωτe)

2
)
+ c(qiqj − q2δij)

]}
χz
ij(q,Ω) ≃

e2

me

[
δij2se

(
1 + iΩτe − (Ωτe)

2
)
+ d(qiqj − q2δij)

]
χij(q,Ω) ≃

e2

me

[
δijne

(
1 + iΩτe − (Ωτe)

2
)
+ c(qiqj − q2δij)

]
(52)

となる。ここでの計算過程において、(ϵFτe)
−1 [ϵF は電子の Femiエネル

ギー ]の高次の寄与は無視している [金属の条件：(ϵFτe)
−1 ≪ 1を採用し
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ている]。ここで b, c, dは以下のように

b ≡ 1

3meV∆sd

∑
k

∑
σ=±

σk2f(ϵkσ)

c ≡ 1

12me

∑
σ=±

νσ

d ≡ 1

12me

∑
σ=±

σνσ (53)

と定義され、ここで現れる電子スピン密度 se と電子数密度 ne は

se ≃
1

2

∑
σ=±

σ
k2
Fσνσ
3me

ne ≃
∑
σ=±

k2
Fσνσ
3me

(54)

である (Fermi-Dirac分布関数が f(ϵkσ) ≃ θ(−ϵkσ) とHeavisideの階段関
数で近似できることを用いて式 (45)中の k積分を実行すれば式 (54)を
得ることができる)。

kFσ ≡
√

k2
F + 2meσ∆sd (55)

及び

νσ ≡
m

3
2
e√
2π2

√
ϵF + σ∆sd (56)

はそれぞれ電子のスピン依存の Fermi波数と単位体積あたりの状態密度
である。また、vertex補正の寄与は ∇ ·E に比例するため (付録Aを参
照)、金属中では無視できるとしている (本研究では表面プラズモンのよ
うな、外部電場によって誘起される表面電荷が引き起こす表面での効果
は考えない)。従って、q2 及び Ω2 の範囲で、Fourier表示の有効ハミル
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トニアンは

Heff ≃ −

{
2ieAz

s,τse +
1

2me

(ne − b)
∑
i,q,Ω

A+
s,i(−q,−Ω)A−

s,i(q,Ω)

− e2

me

2seτe
∑
i,q,Ω

iΩAz
s,i(−q,−Ω)Ai(q,Ω)

+
e2

2me

τe
2
∑
i,q,Ω

Ω2
[
ne(A

z
s,i(−q,−Ω)Az

s,i(q,Ω) + Ai(−q,−Ω)Ai(q,Ω))

+4seA
z
s,i(−q,−Ω)Ai(q,Ω)

]
− e2

2me

∑
ij,q,Ω

(qiqj − q2δij)

×
[
c(Az

s,i(−q,−Ω)Az
s,j(q,Ω) + Ai(−q,−Ω)Aj(q,Ω)) + dAz

s,i(−q,−Ω)Aj(q,Ω)
]}

(57)

と書けることがわかる。ここで A±
s,i(q,Ω) ≡ Ax

s,i(q,Ω)± iAy
s,i(q,Ω) と定

義している。この結果は、スピンゲージ場の断熱成分 (Az
s ) が U(1) ゲー

ジ場のように振る舞うことを主張する。
ゲージ場A の 2次に比例する項は媒質の誘電率と透磁率を記述する。
またΩAi(−Ω)Ai(Ω) に比例する項は∫

dtAiȦi = 0 (58)

であることを用いて消去している。次にスピンゲージ場Asの 1次に比例
する項は局在スピン (磁化)のダイナミクスを規定する項 (スピンBerry位
相項)である。この項は、局在スピン (磁化)が時間変化するときに掃引す
る立体角になる (図 5を参照)。スピンゲージ場As の 2次に比例する項は
Ref. [36] で指摘されているように、交換相互作用項及び散逸項への寄与
(くりこみ)である。実際、Ω0 の項の寄与は

1

me

(ne − b)
∑
i

A+
s,iA

−
s,i = Jeff(∇n)2 (59)

となり、強磁性相 (磁化構造のかたさ)を記述する (Aα=x,y
s,i の表式は、式

(35)から得られる)。ここでの局在スピン (磁化)間の有効的な交換相互作
用はスピン空間で等方的であり、伝導電子によって媒介されるものであ
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る。その強さを表す Jeff は自由電子の表式を用いると

Jeff ≡
1

4me

(ne − b) (60)

≃ (kF+ − kF−)
2

120π2m2
e∆sd(kF+ + kF−)

[(kF+ − kF−)
2 + 3kF+kF−] (61)

> 0

と評価できる。そのため、もともとの交換相互作用項へのくりこみとし
てこの項を取り扱う必要があるがここではこれ以上議論しない。また Ω

の 1次及びスピンゲージ場の 2次に比例する項は摩擦に関与する散逸を表
す [36]ことになるが、散逸が重要な役割を担うような局在スピン (磁化)

のダイナミクスには今は興味がないため、この項の寄与は無視する (本研
究では、2つのゲージ場AsとAs の間の結合に興味を向けている)。以上
のことから、2つのゲージ場間の結合を記述する有効的な相互作用ハミル
トニアンとしては

Hint ≡
e2

me

∑
q,Ω

(
2sei(Ωτe)

∑
i

Az
s,i(−q,−Ω)Ai(q,Ω)− 2se(Ωτe)

2

×
∑
i

Az
s,i(−q,−Ω)Ai(q,Ω) +

d

2

∑
ij

(qiqj − q2δij)A
z
s,i(−q,−Ω)Aj(q,Ω)

)
(62)

=
e2

me

∫
d3r

(
2seτeE ·Az

s + 2seτ
2
eE ·Es +

d

2
B ·Bs

)
(63)

を考えることになる (式 (63)では時間積分を省略している)。ここで、E ≡
−Ȧ は B ≡ ∇×A は外部電場・磁場で、Es ≡ −Ȧz

s と Bs ≡ ∇×Az
s は

それぞれ有効電場・磁場である (外部電場及び有効電場の定義としてゲー
ジ自由度を固定したものを採用してることに注意)。
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3 ディスカッション
ここでは、式 (63) で記述される結合項の効果とスピン波を用いた起電
力の生成メカニズムについて詳細に議論する。特に重要なのは、局所ゲー
ジ変換 (25)によって sd 交換相互作用項が対角化されている (スピン空間
の z 成分が特別に選ばれている)ため、スピンゲージ場の断熱成分 (Az

s )

が物理場として活躍できる点である。

3.1 スピン移行効果とスピン移行トルク

式 (63) の第 1項は外部電場が系にかけられた時に Az
s、すなわち磁

化構造の運動が誘起されることを意味する (図 7を参照)。実際、係数が
2se

e2

me
τeE = Pj (P ≡ n↑−n↓

ne
、j = σBEであり、 σB ≡ e2

me
neτe は Boltz-

mann伝導度を表す)と書けることから

HSTT ≡
2seτee

2

me

∫
d3rE ·Az

s

=

∫
d3r

ℏP
2e

(1− cos θ)(j · ∇)ϕ (64)

と書き直すことができる。この項はイントロダクション 1.1で述べた式
(1) に一致する。また局在スピン (磁化)に作用するトルクは

τSTT ≡
1

ℏ
δHSTT

δn
× n

= −P

2e
(j ·∇)n (65)

と計算できる。計算では

δ

δn
= eθ

δ

δθ
+ eϕ

1

sin θ

δ

δϕ
(66)

及び

∇ ·E = 0 (67)

を用いた。この時 eϕ = (− sinϕ, cosϕ, 0)、eθ = (cos θ cosϕ, cos θ sinϕ,− sin θ)

で、n = eθ×eϕ を満たす。このトルク (65)はスピン偏極した電流により
磁化構造を動かそうとする効果をもつことがわかる (スピン移行トルク)。
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Ref. [32] において指摘されているように、本研究で用いた手法である有
効ハミルトニアンの方法は、通常角運動量保存則を用いて現象論的に議
論されるスピン移行効果を厳密かつ簡単に導くことができる。

図 7: スピン移行効果による磁化構造 (ここでは磁壁)の運動。E は外部
電場を表し、v は駆動された磁化構造の速度である。電場によってスピン
偏極した電流が流れ (スピン偏極した電子は電流とは逆向きに流れ)、ス
ピン角運動量を保存するために磁化構造が運動をはじめる。

スピンゲージ場 Az
s は Es = −Ȧz

s と書けることからスピン電場に直接
関係していると考えられる。しかし、Az

s の誘起は常にスピン電場が誘起
されることを意味するわけではないことに注意しなければならない。実
際には、スピン移行トルクが引き起こす直接の物理現象は磁化構造の駆
動であり [5]、誘起された磁化構造のダイナミクスが非共面な構造 (図 5)

をつくり出す時のみ、 スピン電場は誘起される。つまりスピン電場の発
生は、本質的に磁化構造のダイナミクスに依存する。

3.2 磁壁の運動によって誘起されるスピン電場

ここでは例として 1次元的な磁壁の場合を考える。磁壁を記述する集
団座標として採用される中心座標 X と磁壁面の角度 ϕ はお互いにカノ
ニカル共役であるため [5] 、磁壁の運動は磁化構造が非共面的 (図 5)にな
る運動を行おうとする。すなわち、外部電場によってスピン移行トルク
が磁化に作用するとき、 磁壁面が傾くと同時に磁壁の運動が駆動される
[37]。この磁壁の運動によって生成されるスピン電場は以下のように計算
される。ここでは z 軸方向に磁化の容易軸をとり、 Ref. [5] において指
摘されている無次元のパラメータ β (ここの βは逆温度ではない) によっ
て記述される非断熱性を無視する。さて、位置 x = X(t) で x 軸方向に
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変化する磁化をもつ平らな磁壁 (図 8を参照)は

cos θ = tanh
x−X

λ
, sin θ =

1

cosh x−X
λ

, ϕ = ϕ(t) (68)

によって記述される (集団座標の方法)。

図 8: スピン容易軸 (スピン空間における z 軸)と空間軸 (磁化が傾く方向
である座標空間における x 軸)が直交している磁壁 (Bloch磁壁) [5]。図
中の小さな四角形は磁壁の容易面を表す。

そのため、X と ϕ に対する運動方程式は [38]

Ẋ − αλϕ̇ =
a30
2eS

Pj

ϕ̇+ α
Ẋ

λ
= 0 (69)

となる。ここで λ は磁壁の厚さ、 α は Gilbert緩和定数、a0 は格子定数
を表す。また S は局在スピン (磁化)の大きさである。式 (69) に対する
解は

Ẋ =
1

1 + α2

a30
2eS

Pj

ϕ̇ = − α

1 + α2

a30
2eSλ

Pj (70)

となる。磁壁の運動に対するスピン電場 (13) は、

∇xn = −sin θ

λ
eθ (71)

及び

ṅ = sin θ

(
ϕ̇eϕ +

Ẋ

λ
eθ

)
(72)
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を用いることで計算することができる。ここで eϕ = (− sinϕ, cosϕ, 0)、
eθ = (cos θ cosϕ, cos θ sinϕ,− sin θ) である。よってスピン電場は x 軸方
向に生じ、その大きさは

Es =
ℏ
2e

1

2λ
ϕ̇ =

ℏ
2e2

α

1 + α2

a30P

4Sλ2
σBE (73)

と評価できる。次に α ∼ 10−2、P ∼ 0.8 [39]、σB ∼ 108 Ω−1m−1 及び
S = 1 と設定し、その大きさを数値的に見積もる。 j = 1012 A/m2 に
対応する E ∼ 104 V/m の電場に対して、|Ẋ| ∼ 4 m/s、|ϕ̇| ∼ 4 × 106

s−1 と得られる。そこで λ ∼ 10−8 m [40] と選べば、|Es| ∼ 0.1 V/m を
得ることができる。実験的に測定されるものは Es によって生じる電圧で
ある。Es は磁壁に局在するので、1つの磁壁によって生成される電圧は
Esλ ∼ 1 nV 程度になると評価できる。この値は決して大きいものではな
いが、検出可能な大きさではある。例えば、外部磁場によって駆動され
る磁壁の場合においては、150 m/s の磁壁速度に対して 400 nV の電圧が
得られている [28]。さらに、外部電場とスピン電場の間の変換効率は以
下のように

µ ≡ Es

E
=

ℏ
2e2

α

1 + α2

a30P

4Sλ2
σB ∼

Pα

4(kFλ)2

(ϵFτe
ℏ

)
(74)

と評価できる。この時、sea
3
0 ∼ P/2 と近似している。µ の典型的な値は、

α ∼ 10−2、kFλ ∼ 100 及び (ϵFτe)/ℏ ∼ 100 に対して µ ∼ 10−4 となる。
この変換効率は垂直磁気異方性をもつ磁性体や弱強磁性のような薄い磁
壁をもつものに対して大きくなることが予測される。
スピン移行項とは別に、式 (63) の第 2項は、外部電場とスピン電場の
間の直接的な結合を記述する。この項による寄与を数値的に精密に見積
もるには注意が必要である。なぜなら、この Es は通常の電磁気学で述べ
られるような (Es)

2− (Bs)
2 のようなラグランジアンではなく、局在スピ

ンに対する方程式 (Laudau-Lifshitz 方程式) を用いて決められる量であ
るため、誘起されるスピン電場の大きさを評価するには、上述したように
E ·Es によって生じるスピントルクを考慮した磁化ダイナミクスを直接
解く必要があるからである。そこでここでは方程式を直接解かずに大ま
かに評価する方法を述べる。結合項 E ·Es は式 (62) を見ればわかるよう
に、磁化構造が応答できる周波数である GHzの領域では Ωτe の因子だけ
スピン移行項より小さくなることが理解できる。この時、(ϵFτe)/ℏ = 100

という値をとる金属に対して、τe ≳ 10−13 s と設定している。そのためこ
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の項は、不純物の濃度が低いクリーンな金属に THz 領域の角振動数をも
つ外部電場を加えた時に非自明な寄与を及ぼす可能性がある。

3.3 磁場間の結合とフラストレーション

式 (63) の第 3項は、外部磁場の存在に起因して生じる。この項は、外
部磁場が磁性体にかけられたときにスピン磁場が誘起されることを意味
する。有限の大きさをもつ有効磁場 Bs が非共面的な磁化構造 (図 5)を
生み出す一方で、一様な磁場は磁場の方向に沿って一様な磁化構造を生
み出そうとするため、この効果は非自明なフラストレーションを引き起
こすと考えられる。磁化構造が λ 程度のスケールで有限の非共面的構造
をとっている場合に誘起されるスピン磁場の大きさは (14)より

Bs ∼
ℏ
eλ2

(75)

と見積もることができる。この構造をとるときの 1サイトあたりのエネ
ルギー利得は以下のように(

eℏ
me

)2
Bs

ϵF
B ≃ eℏ

m
B

2

(kFλ)2
(76)

と評価できる。この評価において d ∼ O( 1
12meϵF

) であることを仮定して
いる。また、d = 1

12me
(ν+ − ν−) は物質によって正負両方の値をとりうる

ことに注意しなければならない。一方、強磁性体において非共面の構造
をとるときの交換相互作用のエネルギーは

J

2
(∇n)2 ≃ J

a20

1

(kFλ)2
(77)

となる。ここで J は、他のフラストレーションがない場合での局在スピ
ン (磁化)間の交換エネルギーを表す量である。従って スピン磁場Bs の
生成によって費やされる全エネルギーは

∆E ≡ J

2
(∇n)2 − 1

2

(
eℏ
me

)2
Bs

ϵF
B

≃ 1

(kFλ)2

(
J

a20
− eℏ

m
B

)
(78)

と記述できる。3d 強磁性金属では、交換エネルギーの大きさ J/a20 は 1

eV 程度である。一方、1 T の大きさの外部磁場のエネルギーの大きさは
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eℏ
me

B = 10−4 eV 程度である。そのため通常は一様な外部磁場だけでスピ
ン磁場 Bsを誘起させることは難しい。しかし、分子磁性体のような弱強
磁性体では状況が異なってくると考えられる。例えば、5 K 程度の強磁
性転移温度をもつ系 [41] では、Fermiエネルギーの大きさが 1 eV 程度で
ある場合、5 Tの磁場で有限の有効磁場 Bs を誘起させることができる。
本研究では、 sd 交換相互作用が非常に強い極限を考えているため、この
効果を弱強磁性体の場合に直接適用することは適切ではない。そのため、
Ref. [20] における取り扱いによって有効磁場 Bs と 外部磁場 B の間の
相互作用を評価しなければならない。しかし、弱結合の領域であっても
有効磁場 Bs の表式は 式 (14) に一致することが理論的に示されている
ため [20] 、この新しいフラストレーションの効果は十分期待できると思
われる。このように分子磁性体は、スピン電磁場の観点からとらえると
非常におもしろい系である。

3.4 スピン波が誘起するスピン電場

スピン移行項Hst (1)は、外場電場によって誘起された電流の値がある
闘値を超える場合にスピン波を発生させる [42]。このスピン波が単色で
あるならば、スピン電場は誘起されない。これは

nx ± iny = φe±i(kx−Ωt) (79)

のように記述される単色のスピン波では、 ṅ と ∇xn がお互いに平行に
なってしまい非共面的な構造 (図 5)をとることができないためである。し
かし、異なる波数と角振動数をもつ 2つのスピン波を使用すれば、スピン
電場を誘起することが可能となる。ここでは、スピン波が以下のように

s± =
1

2

∑
j=1,2

φje
±i(kjx−Ωjt) (80)

で記述できる場合を考える。 s± ≡ 1
2
(sx ± isy) は磁化の z軸まわりの微

小なゆらぎを表し, φj はスピン波の振幅, kj 及び Ωj (j = 1, 2) はそれぞ
れ 2つのスピン波の波数と角振動数である。したがって、この時スピン
波によって誘起されるスピン電場の表式 (13)は

Es,x ≃ −
ℏ
2e

(ṡx∇xsy − ṡy∇xsx)

= − ℏ
2e

φ1φ2(Ω1k2 − Ω2k1) sin[(k1 − k2)x− (Ω1 − Ω2)t] (81)
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となる。これはスピン波励起によって (k1− k2) の波数と (Ω1−Ω2) の角
振動数をもつスピン電場が誘起されることを意味する。近年、アンテナ
に電流を流すことで発生する磁場を用いることで、およそ 7 GHz の同じ
振動数をもつスピン波を生成できることが実験的に確認されている [43]。
この実験手法は、スピン電場を誘起するのに適していると考えられる。ス
ピン波の波数と振動数の値をそれぞれ k = 0.4 µm−1、 2π × 7 GHz [43]

とすれば、 kΩ ∼ 1.7× 1015 1/(ms) となるため、誘起されるスピン電場
の大きさは、スピン波の振幅φに対しておおよそ ℏ

e
kΩφ2 ≃ 1.7×φ2 V/m

程度になることが期待される。つまり、用いるスピン波が単色でない場
合、スピン電場はスピン波の非線形な効果のため生成されることが期待
される (Es,x がスピン波の振幅に対して非線形な依存性をもっている)。ス
ピン電場を生成するこの方法は一様な磁化構造をもつ強磁性体に適用す
ることができるため、磁壁のような磁気的な構造を用いた通常のスピン
電場の生成法よりも応用に関してさらなる可能性を秘めていると考えら
れる。

28



4 まとめ
本研究では、径路積分を用いてスピン電磁場と電磁場の間の結合を記
述する有効ハミルトニアンを導出した。有効ハミルトニアンの中で支配
的な項は、スピン移行項に一致し、磁化にスピン移行トルクを生じさせ
る効果をもつ。磁場間の結合は、弱強磁性体に一様な外部磁場をかけた
時にフラストレーションを誘起する可能性を提案する。また、スピン波
励起の非線形効果によってスピン電場を生成できるメカニズムを提案し
た。この起電力生成メカニズムは、一様磁化のみが存在する場合にも適
応できるため、磁壁などの非一様な磁化構造を用いた実験のセットアッ
プよりも、応用面において優れていると考えられる。そのため、この効
果の実験的な検証が待たれる。
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5 今後の課題と展望
　スピントロニクスにおいて今最も求められているのは、スピントロ
ニクス現象に適切な物理的解釈を与え、その背後に存在する物理法則を
記述することである。特にスピントロニクスにおいて最も重要な相互作
用であるスピンと軌道を結びつけるスピン軌道相互作用が注目され、現
在研究の進展が著しい。この相互作用が伝導電子に与える効果について
考えた時、主に二種類のタイプ [(1)：内因性効果, (2)：外因性効果]にわ
けることができる。(1)は主に、金属の界面や表面のように空間反転対称
性が破れているところで、結晶を組んでいる原子のつくる電場（Rashba

場）が打ち消されることなく強く現れることに起因している (Rashba型
スピン軌道相互作用)。Rashba型スピン軌道相互作用は、今まで半導体中
の二次元電子系のみで実現されてきた。ところが最近、Bi/Agのような
金属の表面・界面でも、従来のものに比べて 100倍近い巨大なRashba効
果が現れることが報告されている [44]。また、強い sd 交換相互作用が存
在する系にRashba型スピン軌道相互作用が加わると、スピンゲージ場と
は異なる、別のU(1)ゲージ場が現れることが指摘されており、このゲー
ジ場によって誘起される有効電場・磁場は非常に大きな値をとることが理
論的に予言されている [6, 19]。一方、(2)は不純物や格子欠陥などによっ
て周囲とは異なる電気状態が電場を発生させ、電子がスピンに依存した
散乱を受けることに起因する (ランダムスピン軌道相互作用)。特に、磁
性不純物の存在によるランダムスピン軌道相互作用はスピン緩和を引き
起こす原因となり、これによってRashba場が誘起する有効電場は変更を
うけることが知られている [8]。
　本研究の内容では、電子が散乱される効果として強磁性体中の非一
様な磁化構造によるものと通常の電磁場によるものしか考慮していなかっ
た。そこで、(1)、(2)の相互作用によって引き起こされる効果を取り込
み、スピントロニクスにおける有効理論をさらに発展させることが必要
とされる。スピン軌道相互作用との相乗効果を詳細に解析することによ
り、これまでにみられない電気磁気現象の発現機構を明らかにするとと
もに、スピントロニクス理論を発展させることが重要な課題である。
そこでまずは物理系として、モデルに Rashba型のスピン軌道相互作
用項

HR = −i
∫

d3rαR · (∇× σ) (82)
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を加えたものを考える。αR はRashba場の方向を表す。この系では、電磁
場を記述する U(1)ゲージ場、磁化構造の非一様性によって生じる SU(2)

スピンゲージ場、そしてRashba場が電子場と相互作用することになる。
ここでは、これらの場と電子場との間の相互作用を摂動として取り扱い、
Rashba場に関しては 1次、ゲージ場に関して 2次まで摂動展開を行う。こ
こから電子場に関して積分 (径路積分)することによって、有効ハミルト
ニアンを求める。この時、このハミルトニアンは、それぞれのゲージ場に
よって誘起される電磁場間の有効的な相互作用を記述すると期待できる。
そのため、本研究で得られたハミルトニアンと比較することで、Rashba

場によって誘起されるゲージ場がどのような振る舞いをみせ、結合に関
与するのかを明らかにすることができる。また、Rashba型のスピン軌道
相互作用をもつ電子系ではスピン移行トルクとは異なるタイプのスピン
トルクが存在することが指摘されている [45, 46]ため、有効ハミルトニア
ンから局在スピンに作用するトルクを導出し、磁化ダイナミクスについ
て議論することは研究上価値がある。先行研究の結果を再現するだけで
なく、導出したトルクの本質にせまり、現在指摘されていない現象を引
き起こす可能性について考察する。さらにこの系ではRashba型スピン軌
道相互作用と強い sd 交換相互作用が共存することに起因して、系の空間
反転対称性と時間反転対称性がともに破れることから通常の電磁気学で
は許されない電場と磁場が直接結合する項が出現する可能性がある。そ
のため交差相関応答や光の整流効果といった金属強磁性体における電気
磁気効果が期待される。この物質中の電磁応答を有効ハミルトニアンの
立場から明らかにすることはスピン物性理論において非常に意義がある。
スピン緩和の効果を取り入れるためには、ランダムスピン軌道相互作用

Hsr = −i
∫

d3r∇νimp · (∇× σ) (83)

をモデルに加える必要がある。νimp は不純物によるランダムポテンシャル
を表す。スピン緩和が存在する場合、スピンに作用するトルクにGilbert

緩和項や β トルク項が現れることが理論的に明らかにされており、それ
ぞれのトルクを特徴付けるパラメータとスピン軌道相互作用の大きさと
の間に強い相関があることも指摘されている [47, 48, 49]。しかし、有効
ハミルトニアンの立場からスピン緩和に起因するこれらのトルクを直接
導出した研究は今のところ存在していない。そこで有効ハミルトニアン
を導出し、スピン緩和を表すトルクを生じさせるゲージ場間の有効相互
作用項の特定を行う。
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この研究が完成することによって、様々なスピントロニクス現象に対
して、統一的な理解が与えられるだけでなく、スピントロニクスにおけ
る理論的・実験的研究のさらなる発展が促されると期待される。またそ
れだけにとどまらず、有効理論の概念は他分野の問題を解決するための
ヒントを提供することができると考えられる。

32



謝辞
まず本研究全般に渡って直接指導をしてくださった理研CEMS スピン
物性理論研究チーム チームリーダーの多々良源先生に御礼を申し上げま
す。多々良先生は、ストレートな経歴をもたず決して優秀とはいえない
はみだしものの私を研究室に迎え入れ、魅力的な研究課題を与えてくだ
さいました。それだけでなく研究活動を行うにあたり必要なスピントロ
ニクスに関する知識や研究に対する姿勢を教えていただきました。多々
良先生のご尽力があったからこそ、この研究は存在します (この研究内容
は Journal of Physical Society of Japan, 83, 074710 (2014) に採録されて
います [50])。加えて多々良先生の理研への異動後、量子凝縮系理論研究
室に快く迎え入れてくださった森弘之准教授にも感謝申し上げます。森
先生のサポートがあったおかげで首都大に居場所をつくることができま
した。また学振DC1の書類や面接対策に対して指導していただいたきあ
りがとうございました。名古屋大学 S研の河野浩教授、東京理科大学の
橋爪洋一郎博士、OISTの植田浩明博士、青山学院大学の竹内祥人博士、
名古屋大学の田口勝久博士からは本研究に対する有益なコメントをいた
だきました。特に河野先生には参考になる論文を 2編も紹介していただ
きました。また橋爪さんと植田さんには物理学以外のプライベートな相
談にのっていただきました。深く感謝申し上げます。研究室の先輩であ
る中林紀之さんには忙しい中いつも議論につきあっていただき、計算技
法への助言のみならずどんな質問にも丁寧に接してもらいました。本当
に感謝しています。研究活動に関わった研究者及び友人を含め私を支援
してくれた全ての方々の名前を列挙する余裕はありませんが、この場を
借りて御礼申し上げます。
量子凝縮系理論研究室及びスピン物性理論研究チームの一員として研
究活動を行うことができたことを誇りに思います。

33



A Vertex補正の計算
2.3では不純物散乱の効果を電子の寿命 (τe) という形で取りんだ。し
かし、この取り扱いでは不純物散乱の効果を全て考慮できていない (自
己エネルギーダイアグラムに本質的に含まれないダイアグラムが存在す
る)。特にゲージ不変性から要求される相関関数に対する vertex補正から
の寄与が重要となる場合がある。ここでは、スピン流–電流相関に対する
vertex補正の計算を詳細に述べる。
vertex補正の寄与を取り込むには、不純物散乱を何次のオーダーまで
考慮しているのかに着目し、同じオーダーのFeynmanダイアグラムを取
りこぼさないよう注意すればよい。今回は τ 2e までであるため、不純物の
線が vertexをまたぐダイアグラムのうち、最低次のものを評価すればよ
い。そのためダイアグラムに対応するスピン流–電流相関を考えると以下
の式で与えられる。

χ
α(VCO)
ij (q, iΩℓ) ≡ −

e2

m2
eβV

2

∑
n,k,k′

kik
′
jtr
[
Gk− q

2
,nGk′− q

2
,nσαGk′+ q

2
,n+ℓGk+ q

2
,n+ℓ

]
(84)

まず、trace公式

tr
[
Gk− q

2
,nGk′− q

2
,nσαGk′+ q

2
,n+ℓGk+ q

2
,n+ℓ

]
=
∑
σ=±

σδαzgk− q
2
,σ(iωn)gk′− q

2
,σ(iωn)gk′+ q

2
,σ(iωn + iΩℓ)gk+ q

2
,σ(iωn + iΩℓ)

(85)

を用いると式 (84) は

χ
α(VCO)
ij (q, iΩℓ) = −

e2

m2
eβV

2
δαz

∑
n,k,k′

∑
σ=±

kik
′
jσ

× gk− q
2
,σ(iωn)gk′− q

2
,σ(iωn)gk′+ q

2
,σ(iωn + iΩℓ)gk+ q

2
,σ(iωn + iΩℓ)

(86)

と書ける。次に、松原 sum(n に関しての和)を実行するために、留数定
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理を用いて和を複素積分に書き直せば、式 (86) は

χ
α(VCO)
ij (q, iΩℓ) =

e2

m2
eV

2
δαz
∑
k,k′

∑
σ=±

kik
′
jσΠσσ(q, iΩℓ)

Πσσ(q, iΩℓ) ≡
∫
C

dz

2πi
f(z)gk− q

2
,σ(z)gk′− q

2
,σ(z)gk′+ q

2
,σ(z + iΩℓ)gk+ q

2
,σ(z + iΩℓ)

(87)

となる。この時、式 (87)中の積分経路の取り方に注意が必要となる。な
ぜなら、今考えている温度Green関数 の行列要素 g が 式 (50) の形で与
えられることからわかるように、複素平面上の実軸に沿って分岐線 (ブラ
ンチ・カット)が存在するからである。具体的には

gk− q
2
,σ(z)gk′− q

2
,σ(z)gk′+ q

2
,σ(z + iΩℓ)gk+ q

2
,σ(z + iΩℓ) (88)

が Im(z) = 0 と Im(z + iωn) = 0 に分岐線をもつことになる。そのため
積分を実行するには積分経路を図 9のように設定しなければならない。

図 9: 複素平面上の積分路 γ1, γ2, γ3 [35]。全ての松原振動数を含んだ形で、
分岐線を避ける経路 (γ1, γ2, γ3)に沿って積分は実行される。γ1 と γ2 の間
のカットは Im(z) = 0を表す。 γ2 と γ3 の間のカットは Im(z + iωn) = 0

を表す。
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ここで経路ごとの積分を以下のように定義する。

Πσσ(q, iΩℓ) ≡ Π1(q, iΩℓ) + Π2(q, iΩℓ) + Π3(q, iΩℓ) (89)

Π1(q, iΩℓ) ≡
∫
γ1

dz

2πi
f(z)gk− q

2
,σ(z)gk′− q

2
,σ(z)gk′+ q

2
,σ(z + iΩℓ)gk+ q

2
,σ(z + iΩℓ)

Π2(q, iΩℓ) ≡
∫
γ2

dz

2πi
f(z)gk− q

2
,σ(z)gk′− q

2
,σ(z)gk′+ q

2
,σ(z + iΩℓ)gk+ q

2
,σ(z + iΩℓ)

Π3(q, iΩℓ) ≡
∫
γ3

dz

2πi
f(z)gk− q

2
,σ(z)gk′− q

2
,σ(z)gk′+ q

2
,σ(z + iΩℓ)gk+ q

2
,σ(z + iΩℓ)

(90)

分岐線の位置に注意して解析接続 (Ω + i0 ≡ iΩℓ)を行うと、上記の積分
はそれぞれ

Π1(q,Ω) =

∫ ∞

−∞

dω

2πi
f(ω)grk− q

2
,σ(ω)g

r
k′− q

2
,σ(ω)g

r
k′+ q

2
,σ(ω + Ω)grk+ q

2
,σ(ω + Ω)

Π2(q,Ω) = −
∫ ∞

−∞

dω

2πi
f(ω)gak− q

2
,σ(ω)g

a
k′− q

2
,σ(ω)g

r
k′+ q

2
,σ(ω + Ω)grk+ q

2
,σ(ω + Ω)

+

∫ ∞

−∞

dω

2πi
f(ω)gak− q

2
,σ(ω − Ω)gak′− q

2
,σ(ω − Ω)grk′+ q

2
,σ(ω)g

r
k+ q

2
,σ(ω)

Π3(q,Ω) = −
∫ ∞

−∞

dω

2πi
f(ω)gak− q

2
,σ(ω − Ω)gak′− q

2
,σ(ω − Ω)gak′+ q

2
,σ(ω)g

a
k+ q

2
,σ(ω)

(91)

と書ける。ここで、gr 及び ga はそれぞれ遅延Green関数、先進Green関
数と呼ばれており

grk,σ(ω) ≡
[
ω − ϵkσ +

i

2τe

]−1

gak,σ(ω) ≡
[
ω − ϵkσ −

i

2τe

]−1

(92)
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と定義される。よって式 (91) を用いると評価すべき関数は

Πσσ(q,Ω) = Π1(q,Ω) + Π2(q,Ω) + Π3(q,Ω)

=

∫ ∞

−∞

dω

2πi
f(ω)

×

{
grk′+ q

2
,σ(ω + Ω)grk+ q

2
,σ(ω + Ω)[grk− q

2
,σ(ω)g

r
k′− q

2
,σ(ω)− gak− q

2
,σ(ω)g

a
k′− q

2
,σ(ω)]

+ gak− q
2
,σ(ω − Ω)gak′− q

2
,σ(ω − Ω)[grk′+ q

2
,σ(ω)g

r
k+ q

2
,σ(ω)− gak′+ q

2
,σ(ω)g

a
k+ q

2
,σ(ω)]

}
(93)

となる。これを Ω2 まで展開し、その寄与を調べる。そこで gr(ω+Ω) 及
び ga(ω + Ω) が Ω2 までで

gr(ω + Ω) ≃ gr(ω) + Ω
∂

∂ω
gr(ω) +

Ω

2

∂2

∂ω2
gr(ω)

ga(ω − Ω) ≃ ga(ω)− Ω
∂

∂ω
ga(ω) +

Ω

2

∂2

∂ω2
ga(ω) (94)

と展開できることを利用すると、Ω0 の項 (≡ Π0)、Ω1 の項 (≡ ΠΩ)、Ω2

の項 (≡ ΠΩ2) はそれぞれ

Π0 =

∫ ∞

−∞

dω

2πi
f(ω)

×
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grk′+ q

2
,σ(ω)g

r
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2
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r
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}

ΠΩ = Ω

∫ ∞
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}
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ΠΩ2 =
Ω2

2

∫ ∞

−∞

dω

2πi
f(ω)

×
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∂2
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[grk′+ q
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,σ(ω)g
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2
,σ(ω)g
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2
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a
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2
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}
(95)

となる。まずΠ0 のからの寄与であるが、波数での和をとるこれは 0とな
ることが示せる。すなわち ∑

k,k′

kik
′
jΠ0 = 0 (96)

となる。実際に grk± q
2
,σ 及び gak± q

2
,σ を q2 まで展開すると

grk± q
2
,σ ≃ grk,σ +

(
±k · q
2me

+
q2

8me

)
(grk,σ)

2 +

(
±k · q
2me

)2

(grk,σ)
3

gak± q
2
,σ ≃ gak,σ +

(
±k · q
2me

+
q2

8me

)
(gak,σ)

2 +

(
±k · q
2me

)2

(gak,σ)
3 (97)

と書けるので、これを Π0 に代入すれば∑
k,k′

kik
′
jg

r
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2
,σ(ω)g

r
k+ q

2
,σ(ω)g

r
k− q

2
,σ(ω)g
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2
,σ(ω) = 0∑
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kik
′
jg

a
k′+ q

2
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2
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a
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2
,σ(ω)g

a
k′− q

2
,σ(ω) = 0 (98)

となることが確認できる。
次にΠΩ のからの寄与を q2までで 調べる。k→ −k 及び k′ → −k′ へ
の変数変換に対して g は

gk± q
2
,σ → gk∓ q

2
,σ

gk′± q
2
,σ → gk′∓ q

2
,σ (99)

と変換されることを用いると ΠΩ は

ΠΩ = Ω

∫ ∞

−∞

dω

2πi
f(ω)

∂

∂ω
[grk′+ q

2
,σ(ω)g
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2
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2
,σ(ω)g
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2
,σ(ω)− gak− q

2
,σ(ω)g

a
k′− q

2
,σ(ω)] (100)
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と書ける。また

1

2

∂

∂ω

{
[grk′+ q

2
,σ(ω)g

r
k+ q

2
,σ(ω)− gak′+ q

2
,σ(ω)g

a
k+ q

2
,σ(ω)]

× [grk− q
2
,σ(ω)g

r
k′− q

2
,σ(ω)− gak− q

2
,σ(ω)g

a
k′− q

2
,σ(ω)]

}
=

∂

∂ω
[grk′+ q

2
,σ(ω)g

r
k+ q

2
,σ(ω)− gak′+ q

2
,σ(ω)g

a
k+ q

2
,σ(ω)]

× [grk− q
2
,σ(ω)g

r
k′− q

2
,σ(ω)− gak− q

2
,σ(ω)g

a
k′− q

2
,σ(ω)] (101)

が成立するので、ΠΩ は

ΠΩ = Ω

∫ ∞

−∞

dω

4πi
f(ω)

∂

∂ω

{
[grk′+ q

2
,σ(ω)g

r
k+ q

2
,σ(ω)− gak′+ q

2
,σ(ω)g

a
k+ q

2
,σ(ω)]

× [grk− q
2
,σ(ω)g

r
k′− q

2
,σ(ω)− gak− q

2
,σ(ω)g

a
k′− q

2
,σ(ω)]

}

≃ Ω

4πi

{
grk′+ q

2
,σg

r
k+ q

2
,σg

r
k− q

2
,σg

r
k′− q

2
,σ − grk′+ q

2
,σg

r
k+ q

2
,σg

a
k− q

2
,σg

a
k′− q

2
,σ

− grk− q
2
,σg

r
k′− q

2
,σg

a
k′+ q

2
,σg

a
k+ q

2
,σ + gak′+ q

2
,σg

a
k+ q

2
,σg

a
k− q

2
,σg

a
k′− q

2
,σ

}
(102)

とまとめることができる。ここで ω での積分は、Fermi-Dirac分布関数
の微分がDiracのデルタ関数を用いて

∂f(ω)

∂ω
≃ −δ(ω) (103)

と近似できることを利用して処理してある。また

grk± q
2
,σ ≡ grk± q

2
,σ(ω = 0)

gak+ q
2
,σ ≡ gak+ q

2
,σ(ω = 0) (104)

と定義している。波数での和をとると、Π0 の評価で明らかになった事実
(98)から∑
k,k′

kik
′
jΠΩ = − Ω

4πi

∑
k,k′

kik
′
j

{
grk′+ q

2
,σg

r
k+ q

2
,σg

a
k− q

2
,σg

a
k′− q

2
,σ + grk− q

2
,σg

r
k′− q

2
,σg

a
k′+ q

2
,σg

a
k+ q

2
,σ

}

= − Ω

4πi

{[∑
k

kig
a
k− q

2
,σg

r
k+ q

2
,σ

]
×

[∑
k′

k′
jg

a
k′− q

2
,σg

r
k′+ q

2
,σ

]
+ c.c.

}
(105)
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となる。c.c. は複素共役 (complex conjugate)を意味する。これを q2 ま
で調べるため式 (97)を用いて∑

k

kig
a
k− q

2
,σg

r
k+ q

2
,σ ≃

∑
ℓ=x,y,z

qℓ
2me

∑
k

kikℓ[g
a
k,σ(g

r
k,σ)

2 − (gak,σ)
2grk,σ] (106)

と展開する。k についての和は、一度波数空間での積分になおした後エ
ネルギーについての積分に変換し複素積分を用いることで計算を実行で
きる。ただしこの時注意が必要なのは、式 (56) からわかるように 3次元
の世界では電子の状態密度が一価関数ではなく、カットをもっている点
である。このことを意識して計算を行えば∑

k

kikℓ[g
a
k,σ(g

r
k,σ)

2 − (gak,σ)
2gak,σ] ≃ −δiℓ

4πi

3
V k2

Fσνστ
2
e (107)

となる。従って式 (106) は∑
k

kig
a
k− q

2
,σg

r
k+ q

2
,σ ∼ −2πiV qi

k2
Fσνστ

2
e

3e
(108)

となる。これを式 (105) に代入すると

∑
k,k′

kik
′
jΠΩ = −iΩqiqj

1

2π

(
2πV k2

Fσνστ
2
e

3me

)2

(109)

と評価できる。
最後に ΠΩ2 からの寄与を q0 までで調べる。k → −k 及び k′ → −k′

と変数変換すると

ΠΩ2 =
Ω2

2

∫ ∞

−∞

dω

2πi
f(ω)

×

{
∂2

∂ω2
[grk+ q

2
,σ(ω)g

r
k′+ q

2
,σ(ω)− gak+ q

2
,σ(ω)g

a
k′+ q

2
,σ(ω)]

× [grk− q
2
,σ(ω)g

r
k′− q

2
,σ(ω)− gak− q

2
,σ(ω)g

a
k′− q

2
,σ(ω)]

}
(110)
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と書け、式 (97) を用いると q0 までで

ΠΩ2 =
Ω2

2

∫ ∞

−∞

dω

2πi
f(ω)

×

{
∂2

∂ω2
[grk,σ(ω)g

r
k′,σ(ω) + gak,σ(ω)g

a
k′,σ(ω)]

× [grk,σ(ω)g
r
k′,σ(ω)− gak,σ(ω)g

a
k′,σ(ω)]

}
(111)

となる。ここで波数和をとると∑
k,k′

kik
′
jΠΩ2 = 0 (112)

となり、ΠΩ0 同様効かないことがわかる。
以上の評価から式 (87) は

χ
α(VCO)
ij (q,Ω) =

e2

m2
eV

2
δαz
∑
σ=±

σ
∑
k,k′

kik
′
jΠΩ

= −δαziΩqiqj
e2

2πm2
e

(
2π

3

)2∑
σ=±

σ

(
k2
Fσνστ

2
e

me

)2

(113)

となる。従って∑
ij,q,Ω

Ai(−q,−Ω)Az
s,j(q,Ω)χ

α(VCO)
ij (q,Ω)

=
e2

2πm2
eV

(
2π

3

)2∑
σ=±

σ

(
k2
Fσνστ

2
e

me

)2 ∫
dtd3r(∇ ·E)(∇ ·Az

s ) (114)

であることが示せる。すなわち、vertex補正は効かない。
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